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発注者

受注者 発注者

受注者 発注者受注者

受注者の技術不足 発注者の知識不足 同等の技術レベル

過去から現状 目標

社会基盤メンテナンスエキスパート（ＭＥ）
および道守養成講座による技術レベルの向上
・共通の高度な技術の共有
・技術と情報の細分化および溢れる情報に対応

発注と受注のミスマッチ ミスマッチの解消

上記の技術力低下に加えて・・・
社会資本の老齢化、労働人口の減少と高齢化、公共予算の減少など

「社会基盤メンテナンスエキスパート」・「道守」養成の背景

技
術
レ
ベ
ル

低

高 発注者受注者

スパイラル
アップの期待
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■ＭＥ制度の意義

○岐阜県「地域再生計画」への位置付け
平成２０年６月に地域再生法第５条１項に基づき、「地域再生計画（社会基盤メンテナンス
エキスパートによる地域再生構想）」を申請し、認定

社会基盤メンテナンスエキスパート（ＭＥ）について

出典：岐阜県「地域再生計画」（H１９．６）

○岐阜県の抱える課題
防災対策、道路整備の遅れ、 施設の急激な老朽化、 土木技術職員の減少、
県内建設業界の疲弊と技術者の減少

○ＭＥの養成
合理的な維持管理を実現するため、発注者･受注者に高度かつ総合的な技術を身につけ
た人材を養成

安全･安心な県土の保全の実現

○地域の物流の円滑化、産業･観光･福祉･教育など地域を支えるすべての活動が
安心して継続的に営まれることを通じて、地域の再生･活性化を目指す

岐阜大学の役割



なぜ必要なのか？ ： 継続的人財育成（社会人）

– 高度技術による維持管理

– 機能保全→高機能化→新しい維持管理へ

– 自治体等土木職員と建設関連業界技術者が

「技術」という共通言語で対話できる

– 「技術」でつながることによる維持管理技術レベルの
スパイラルアップ

– 地域に根付く町医者的な高度維持管理技術者の広域
ネットワーク

土木技術者のスキルアップ

社会基盤メンテナンスエキスパート（ＭＥ）養成

・地域の大切な情報を知っているのも活用できるのも地域の建設業界
・災害時にもっとも重要なのは、地元建設業の初動
・一市民としての意見・土木屋としての意思・団体の意味



ＭＥ（継続的な人財育成）は？

• 行政（国土交通省）がやるべき事業では？

– 自治体等土木職員向けの研修等がほとんど

– 受注者へは，コンプライアンス上難しい

• 大学が協力すべき？

– 受発注の利害関係のない立場

– 高度で専門的かつ平等なカリキュラム

自治体等土木職員・建設関連業界技術者双方の人材を養成し
「安心・安全な社会資本の整備」を通じて

「建設業界再生と地域活性化」を実現する！



ＭＥ養成講座の特徴
• 岐阜大学大学院履修証明プログラムとして開講

• 80コマ（１コマ90分）の集中講義
– アセットマネジメント基礎科目（座学）

– 社会基盤設計実務（演習主体）

– 点検・施工・維持管理実習（フィールド実習主体）

• 全国の著名な専門家による最高レベルの講義
– 外部講師の招聘

• すべての講義を受講してはじめて養成講座修了証が交付さ
れ，ＭＥ認定試験の受験資格を得る

• 自治体等土木職員と建設関連業界技術者が同じ講義を一緒に
受講する 受講者の達成度を厳しく確認！

• 経験に理論を裏付け、知らないことがたくさんあって、知らな
いことは恥ずかしくないことを認識する。

• 知っていることに自信をもち、技術を核に人と人とがつなが
る。



岐阜大学工学部附属
インフラマネジメント技術研究センター

岐阜大学大学院履修証明プログラム

社会基盤メンテナンスエキスパート
（ＭＥ）養成講座

履修証明
（ＭＥ認定試験受験資格）

社会基盤ＭＥ養成ユニット
運営協議会

構成：岐阜大学，岐阜県，国土交通省，
岐阜建設業協会，岐阜県測量設
計業協会など

※岐阜社会基盤研究所：平成14年設立の産官学連携団体
構成：岐阜大学，岐阜県建設研究センター，県建設業協会，県測量設計業協会

4週間の短期集中講座

・ＭＥレベル確保
・ＭＥ認定試験
・地域連携

・ＭＥの活用
・インフラ管理支援

岐阜大学によるＭＥ認定

同窓会ＭＥの会

・ 技術力向上
・ ネットワーク形成
・ 社会貢献

 岐阜県・国交省中部地方整備局との連携協定
 インフラ管理・人材育成等の支援・協力関係

講師陣 ： 大学教員，行政職員，建設コンサルタント，
建設関連業など 全国一線級講師

ＭＥ養成の実施体制



社会基盤ＭＥ養成ユニット運営協議会の役割

構成：岐阜大学，岐阜県，国土交通省中部地方整備局，岐阜建設業協
会，岐阜県測量設計業協会，岐阜県建設研究センターなど

産官学の連携により ・ ・ ・ ・・・・・
• ＭＥ養成講座で輩出すべき技術者像について検討
• ＭＥに求められる技術を養成講座により担保
• ＭＥ認定試験の実施および判定
• ＭＥの活躍の場の検討と活動の支援

などをすすめます

インフラを整備し、適切にマネジメントをするに当たり、どのように振
る舞うことが良いのかを検討する場が、ＭＥ養成ユニット運営協議
会です。



建設業(128
人)
36%

コンサルタン

ト(80人)
23%その他(11

人)
3%

県職員(60
人)
17%

市町村職員

(43人)
12%

国職員(12
人)
3%

公益財団(22
人)
6%
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⾶騨︓5４名

県外︓39名
その他︓6名

東濃︓36名

⻄濃︓55名

岐⾩︓125名

中濃︓38名

ＭＥ認定者の職業別割合 ＭＥ認定者の地域別状況
合計︓356名

平成29年7月1日現在

⾶騨︓57名



岐⾩県におけるＭＥの活⽤ 岐⾩県
道路維持課

緊急点検等で活⽤

○緊急点検や簡易点検等において、ＭＥに協力を依頼
○ＭＥの技術力を活かした適切な点検と補修を実施

【トンネル緊急点検】
・平成24年12⽉2⽇に発⽣した中央⾃動⾞道笹⼦ト
ンネル内での天井板落下事故を受けて、県管理道
路のトンネル緊急点検を実施

・点検にあたっては、ＭＥにも協⼒を要請したこと
により早期の点検が可能となった
期間 平成24年12⽉3⽇〜13⽇
対象 １７２箇所（県管理トンネル全て）
結果 ５１箇所のトンネルにおいて、コンクリー

ト壁⾯のひび割れや漏⽔、電線のタルミな
ど維持補修が必要な箇所を確認

【橋梁簡易点検】
・職員が実施している橋⻑１５ｍ以下の橋梁
簡易点検の⼀部を、ＭＥに協⼒依頼
点検⽇ 平成25年9⽉7⽇
対 象 ９７箇所
結 果 要対策橋梁 ３１橋

経過観察橋梁 ２５橋
19



岐⾩県
道路維持課

災害発⽣時における初期調査や助⾔等
○災害発生時は、ＭＥに初期調査を依頼し、技術的な助言等を受け応急復旧等の工
事を実施

ＭＥからの報告書
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岐⾩県におけるＭＥの活⽤



ＭＥ・ＭＳ協働事業

・ＭＥとＭＳが協働で点検を実施することで、ＭＳの
⽅へ⾒るポイント等の点検技術⽀援を⾏う。
・ＭＳの⽅へ活動に対する啓蒙活動
・現地の事例により具体的な説明が可能

実施箇所︓各⼟⽊事務所（１１⼟⽊事務所）
実施時期︓１０〜２⽉
点検対象︓⼩規模橋梁、トンネル等

ＭＥ・ＭＳと協働で⼩規模道路施設点検 ＭＥ・ＭＳ協働点検状況

舗装の損傷・陥没等の現場研修

・⽇常的に損傷が顕在化しやすい点検箇所として橋梁等の
具体的な箇所以外の舗装陥没箇所を点検箇所として実施。

岐⾩県
道路維持課
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岐阜県職員の市町村への技術支援
【岐阜県社会資本メンテナンス相談窓口】

市町村

相談窓口：各土木事務所

相談
助言・
情報提供

相談窓口を各土木事務所に
設置し、県職員の社会基盤
メンテナンスエキスパートを主体
としたチームにより、技術支援を
行う。

支援体制

１．道路等の施設の維持管理・
補修に関する技術的な
課題等に対する相談業務

２．構造物の点検や診断、
長寿命化修繕計画の策定、
補修の設計・施工に関する
技術的な内容とし、
技術基準に関する情報
提供や技術的助言を行う。

支援内容

●各土木事務所 副所長（総括リーダー）

土木事務所のMEによる支援チーム。

県庁

●建設政策課技術総括監（県庁統括リーダー）

県庁内のMEによる支援チーム。

学識経験者
国土交通省

内容が高度・
全庁的な場合

高度な助言が
必要な場合、斡旋
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岐⾩県におけるＭＥの活⽤



ＭＥを活⽤した点検・修繕業務委託⼯事 岐⾩県
道路維持課

目 的

ＭＥの高度な技術力を活用し、道路施設の点検から診断、対策工法の提案、補修に至るまでの小規模
修繕を包括的に行うことで、的確な補修の実施と工期の短縮を図るとともに、業務を通じて社会資本の
整備から維持管理を一貫して実施する技術力を身に着けることにより、地域の建設業者を中心とした
迅速な対応を可能とすること等を目的とする。

○概要：小規模橋梁の点検、診断、工法提案、補
修工事

○対象物：２ｍ以上１５ｍ未満の小規模橋梁
（ボックスカルバート含む）

○委託先 ：土木事務所管内の建設業者

○契約方式：単価契約

○ＭＥ活用 ：必ずＭＥが点検し、補修及び対策工
法の提案をＭＥが行うただし、ＭＥが現場
代理人や主任技術者である必要はなく、

一次下請までにＭＥ資格者がいること。
（コンサルタントＭＥでも可）

○実施規模：全１１土木事務所で実施

発注者

※従来は、点検、設計、工事を別々に発注し、補修完了まで時間を
要したが、本業務で包括的に発注することにより、工期の短縮、きめ
細やかな対策の実施が可能

単価契約
受注者

※

１
次
下
請
で
も
可

点検

診断

工法提案

補修

点検・修繕業務委託工事の概要

・現場点検費
・調書、報告作成費
・断面修復工
・ひびわれ注入工等

M
Ｅ
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（ME）

点検・診断 工法提案・工事

完成

発注者

受注者

点検・修繕業務委託工事の流れ



産学官連携コンソーシアム

参画機関連携会議
•地域定着化検討WG
•カリキュラム検討WG

参加機関：

岐阜大学（幹事校），長崎大学（副幹
事校），長岡技術科学大学，愛媛大
学，山口大学，各大学の所在自治体，
業界団体代表者

産学官連携コンソーシアムとして
• 調査の実施
全国行政ニーズ調査
定着度調査の実施（岐阜，長崎）

地域ニーズ調査の実施（長岡，愛
媛，山口）

• WGの設置と運営
地域定着化検討WG
カリキュラム検討WG

• 参画機関連携会議の設置と運営
各参加校との連絡協議
関連行政機関・業界との連携

職域プロジェクトとして
• 地域協議会の設置
• 既存技術者養成講座の改善・試行
• 関連行政機関・業界との連携

山口地域協議会

山口大学
山口県

山口県建設業界

新潟地域協議会

長岡技術科学大学
新潟県

新潟県建設業界

長崎地域協議会

長崎大学
長崎県

長崎県建設業界

愛媛地域協議会

愛媛大学
愛媛県

愛媛県建設業界

岐阜地域協議会

岐阜大学
岐阜県

岐阜県建設業界

文部科学省成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進
業地域ニーズに応えるインフラ再生技術者育成のためのカリキュラム設計



「コンソーシアム」活動の具体的に優位な点

• 各地域で産官学組織を立ち上げ、地域ニーズに則した技術者育成事業を
実施している。

• 産官が同時に同じ講義を受講できる体制を整えている。

• 地域の大学が主導し、中立的に質の高い講義内容を担保している。

• コンソーシアムでは、各地域の利点と課題を共有し、継続的に講習等を高
度化している。

• 地域の産官学組織により、育成された技術者の活躍の場を議論して実現
している。

各地域の人材
育成事業

資格等取得

講習受講

業務等実施

自治体等の
インセンティブ

地域での
期待

業務等実績

自治体等による人材育成事業への参加（支援）

資格取得者による人材育成事業の必要性の認識



生産性・効率性

• 資格取得者が、業務とは関係なく技術力向上のために勉強会等を開催し、
自己研鑽することで、数量としては表現できないが、維持管理の質が向上
している。

• 【長崎の例】道守による道路の異常通報システムが構築されたことにより、
自治体も通報を受けて点検、補修等を確実に行っており、予防保全や事故
の未然防止に大いに役立っている。

メンテナンス分野への影響

• 受講修了者は、地域での維持管理講習の講師を務めるなど、自らの業務の
幅（量と質）を大きく変化させ、インフラ管理の生産性を向上させている。

• コンソーシアム全体で輩出された受講修了者は1,492人にのぼり、それぞれ
の地域で技術力を活かし、他の技術者の見本となりながら積極的に業務を
こなしている。【岐阜大：356人】【長岡技大：99人】【長崎大：道守補助員272人、
道守補219人、特定道守43人、道守12人、計546人】【山口大：40人】【愛媛大：71
人】【舞鶴高専：行政139人、民間等176人、高専生65人、計380人】
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土木でのアセットマネジメントでは、社会基盤施設(道
路、港湾、上下水道等のライフライン)を計画的に建設
して、合理的に維持管理(一定以上の機能の維持)して
いく。その際のコストを勘案しながら最適解を見つける
ことも一つの目標。

したがって、道路を例とするなら、各構造物(橋梁、盛
土、擁壁、etc.)を個別で管理するのではなく、路線のも
つ機能等（安全な通行など）を総合的にマネジメントし
ていかなければならない。(土構造物も他の構造物と
同じレベルで管理する必要がある)
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現状では、社会基盤施設のアセットマネジメントのなか
で、構造物ごとに取り扱いはさまざまである。
社会基盤施設全体を合理的に運用していくには、個々の
構造物に対するアセットマネジメントの取り組みが同じレ
ベルで行われることがのぞましい？

構造物ごとの足並みがそろえば、同じように管理できる？

なぜ
いつ
どのように

いずれにせよ
対象とする構造物が

なるのかの予測が必要
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定期点検

維持管理

補修

安全性評価

建設

調査

設計

施工

機能を維持しながら、全体のコストを縮小する

点検間隔
点検項目

補修の必要性
補修効果

そのためには構造物の機能(健全性)がどのように変
化するかを予測し、その健全性を何かしらの指標で数
値化する必要がある。
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つまり、現在の健全性が定量的に評価できて、それがど
のように変化していくかが予測できれば、合理的な維持
管理ができる。(様々なプランから最適なものを選択で
きる)

経過年月

経過年月

コスト

健全性

案A(小規模の補修を短い間隔で)
案B(大規模の補修を長い間隔で)
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定量的な健全性の評価ができなければ、将来の変化も
予測できない。補修による健全性の回復も評価できな
い。この評価ができないことが原因で、合理的な維持管
理ができない

健全性

経過年月

回復度

将来予測
現状評価

初期状態



問題
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経過年月

健全性

なぜ
いつ
どのように

対象とする構造物が

なるのかの予測が必要

なぜ
いま
このように

対象とする構造物は

なったのか？

最初はどうだったか？



【様式１】

インフラミュージアムの整備

インフラの構造を熟知し、設計・施工。維持管理技術を高度化します



社会インフラの維持管理の現状と課題：国土交通省資料



社会インフラの維持管理の現状と課題：国土交通省資料



社会インフラの維持管理の現状と課題：国土交通省資料



社会インフラの維持管理の現状と課題：国土交通省資料



社会インフラの維持管理の現状と課題：国土交通省資料



社会インフラの維持管理の現状と課題：国土交通省資料









斜面防災における
３次元地形情報

岐阜大学工学部附属インフラマネジメント技術研究センター
沢田 和秀

2017/07/05 測量協会中部支部



管理者からの情報



1/25,000

道路台帳



踏査による発生源と経路の推定



状況写真



状況写真



現場に入ってみる



事前の踏査により
発生源とされた岩塊

落石の第一着地点

この間足跡なし。
岩塊から飛び出して
下に着地した？



さらに詳しく観察する



さらに詳しく観察する



拡大・・・・なぜ折れてる？



もっと上からジャンプしてきた？



という推定のもと、
岩塊の上部に行きたいが
こんな人数では危なくて行けない

冬、午後ということもあり、発生源が高標高の
場合、調査が危険となるため山を降りた。
途中落石の痕跡を調査。



再度計画を立て直し、後日踏査

どんな情報があればよかったか？

現場に入るまでに実施したことは？



現場に入るまでに実施したこと

机上で
• 道路台帳及び地図から、正確な落石箇所を特定
• 詳細な地形図を、3次元ビューワで可視化し、落石発生源の範
囲を予測（今回は、岐阜県の２ｍDEMを見たが10年以上前に計
測されたデータのため精度がよくない）

• 岐阜県2mDEMは、岐阜県として使用できる地形データ

現場踏査後に実施したこと
• 航空レーザ計測アーカイブズ（公財日本測量調査技術協会）
により、航空レーザ計測データを調査

• 越美山系砂防事務所が管理する2008年に計測した地形デー
タを、岐阜県道路維持課を通じて入手

• 上記データを3次元ビューワで可視化し、前回現場踏査の結
果も加味して、落石発生源の範囲を特定

• 再度の現場踏査が必要であることを管理事務所に連絡



• 航空レーザ計測データを3次元ビューワで可視化し、前回現
場踏査の結果も加味して、落石発生源の範囲を特定





落石発生・落石発見 管理者が情報入手

現地確認（管理者＋コンサル）

管理者＋コンサル＋学識者が情報入手（台帳・写真・踏査結果）

現地確認（管理者＋コンサル＋学識者）

詳細地形情報

現地確認（管理者＋コンサル＋学識者）

設計

応急復旧

この分時間ロス
現地が増えることにより
リスク増

今回は、この調査フロー？



落石発生・落石発見 管理者が情報入手

現地確認（管理者＋コンサル）

詳細地形情報

応急復旧

恒久復旧

設計

現地踏査前に詳細地形が分かると・・・・
・ 踏査ルート設定
・ 発生源予測
・ 対策工の準備（予想）

・ 調査技術者の安全確保
・ 調査ロスの減少

詳細地形情報をきちんと活用できれば
安全に調査ができる
また、種々の予測が可能



現地踏査前（＋学）に詳細地形が分かると・・・・
・ 踏査ルート設定
・ 発生源予測
・ 対策工の準備（予想）

現地で・・・・
・ 自位置の確認
・ 落石経路と発生源確認
・ 踏査ルートを残せば、再踏査時に安全

調査後
・ 落石経路と発生源の位置の確認（地形図上）
・ 落石シミュレーションで再現
・ 落石エネルギーと経路確認 → 対策工選定



落石シミュレーションで対策を検討？
落下していた位置から発生源の予測？





まとめ（落石の）
落石を例に、詳細な地形データをどのように
活用するかを例示した。
今回の例で最も重要なことは、
「詳細な地形データ」をいかに早く可視化
し、調査や検討に活用できるか、である。
管理者は、データが円滑に利用できる体制を
整えておくべきであり、調査や対策に関係す
る技術者は、データの使い方を知っておくべ
きである。データを使うことで成果が残る。

まとめ（全体の）
目的が明確なデータを残し、使うこと


